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　 も う 一 つ 抱 え て い る 問 題 が 、 非 関 税 措 置
（NTM）です。昔は非関税障壁と呼んでいました
が、今は非関税措置と呼んでいます。これが
AFTAで出てきました。AFTAは、すでに2010年
から実施されています。しかし、新しい加盟国に
ついて、AFTAの完了は2015年になるため、カン
ボジア、ラオス、ベトナム、ミャンマーといった
国々はAFTAの完了で忙しいわけです。それから
ASEAN諸国が今忙しく進めているのが、2国間の
交渉です。EUとシンガポールは、すでに調印し
ています。他の国も、交渉あるいは話し合いを
EUと行っています。また、2国間の交渉を韓国と
も行っており、インドネシア、ベトナム、タイ
が、調査段階もしくは交渉段階に入っています。
このようなことから、ASEAN諸国は忙しいとい
うことで、RCEPはそれほど早くは進まないかも
しれません。TPPへの関心も、それほど高くはな
いということです。
秋山　キティ・プラサートスック先生、ありがと
うございました。次に、金日植先生に韓米FTAに
ついてお話しいただきます。TPPが、GDPの観点
からほぼ日米FTAに近いという話がありました
が、韓国の産業構造が日本と類似していることか
ら、韓国とアメリカのFTAの成果と問題点は日本
のTPP交渉に役立つのではないかと考えられま
す。
　ちなみに金日植先生は、神奈川大学に留学さ
れ、本学より経済学博士号を取得されています。
それでは金先生、お願いします。
金日植　韓国の光云大学
の金日植です。留学して
神奈川大学で勉強したの
が13年前のことでした。
その後、帰国してからは
日本語をほとんど使って
おりません。今回このよ
うな発表の機会を頂戴し
光栄であると同時に緊張もしております。さらに
寺田先生の素晴らしい発表の後ではプレッシャー
も大きいものです。
　私の専門は国際経済論です。今回のタイトルは
「韓米のFTAの成果と問題点」ですが、成果と
アジア研究センター開設記念シンポジウム42−
いってもFTAが発効して1年半ほどしか経過して
おらず、データもまだ不十分であり、成果につい
てお話しするのは時期尚早かもしれません。それ
でも資料を集めてみると、さまざまな問題が見え
てきました。一つずつ見ていきます。
　2006年当時の韓国政府は、アメリカとのFTA締
結の必要性として次の点を挙げていました。まず
外交、安保の環境を強化させること。次に輸出と
投資を増やし、GDPなどの増加を図ること。そし
て雇用を10万カ所創出し、国民所得3万ドル時代
を実現すること。この三つのことを国民に説明し
ながら、早期にアメリカとのFTAを結ばなければ
ならないと訴えていました。
　FTAを推進する理由には一般的な理由と、アメ
リカに向けたFTAを巡る背景の二つの側面があり
ます。一般的な理由としては、①輸出の促進、②
進出企業の対策、③FTAによる価格引き下げの余
力、④政治・外交・安保的な強化が挙げられま
す。韓米FTA巡る背景としての理由には、経済規
模が大きいほど、経済制度が先進化するほど、そ
して協定の範囲が広いほど、FTAの経済的利益は
大きいと言われていることが挙げられます。そし
て、これらを踏まえて①巨大輸出市場に対する先
占効果およびFTA締結の一般化、②先進国制度の
導入による所得停滞の克服（製造業からサービス
への産業構造転換）と競争力の強化、③政治・外
交・安保への考慮、特に④米国大統領に委託され
た協商権限の有効期限などを理由に、早期の締結
を望むと説明しています。
　さらにFTAを推進する理由をマクロ経済構造の
変化から見てみます。2001年から2002年にかけて
韓国の投資、輸出およびGDPが最低水準にまで落
ち込んだことから、経済成長を促す政策が必要と
され、新政権としては新たなイベントを打ち出さ
なければなりませんでした。同時に対米為替レー
トの下落傾向と経常収支の急落が見られたため、
それに対する対策が求められたことから2002年か
ら2003年にかけて韓米FTA締結の必要性が認識さ
れるようになりました。その後、2005年からアメ
リカが積極的に韓国にFTAの締結を促したことか
ら締結の機運が高まりました。
　当時の状況を韓国・日本・中国の対米国市場占
有率の動向という観点から見ると、米国市場に対
する韓国の占有率は3％後半から2％前半まで下落
しています。また日本と中国の米国市場占有率は
2002年を起点に逆転して以後、中国の対米国市場
占有率が急増していきます。同時に米国市場での
韓国と中国商品との価格競争が激化していきま
す。
　2002年は韓国の経常収支、輸出、投資、GDPす
べてが最悪でした。この段階では韓国はとにかく
新たなイベントが必要でした。日本にとってもこ
のような状態では新たなイベントが必要だったの
ではないでしょうか。
　寺田先生のお話では、韓国がアメリカとFTAを
結んだことが日本がTPPに参加する要因になった
とのことでしたが、その経緯を見ていると私はむ
しろ、韓国こそが大きな市場を有するアメリカと
の間でFTAを結ぶことを迫られた恒常的な経済的
問題を抱えていたと感じます。実は日本もそうで
す。日本にもやはり、アメリカとの経済関係を維
持しなければならない構造的問題があります。そ
のため結局TPPやFTAといったものに参加しなけ
ればならないことになります。国民には抵抗感が
あるが、韓国が入っているから日本も入らねばな
らないと言われることもあります。韓国も同じで
す。日本がTPPに入るから韓国も入らなければと
しています。しかし結論から言えば、韓国はTPP
に入ってもあまり利益はありません。韓米FTAに
携わった学者たちはTPPにあまり賛成しておりま
せん。反対に官僚や政府機関の研究所は参加を主
張しています。しかし、果たしてそれが韓国に
とって良いことなのか、TPPに関しては少し立ち
止まって考える必要がありそうです。
　次は韓米FTAに対する戦略（原則）について目
を向けてみましょう。まず韓米ともに経済利益を
均衡させることが戦略の優先事項です。次に敏感
な商品に対してはお互いに尊重すること。この二
つを中心として交渉に入るということが原則で
す。韓米FTAに対する基本構造は、米国の協商権
限に対する「有効期限の問題」において早期締結
が両国ともに有利だと判断し、2007年4月に締
結、6月に追加協商に入ったというものです。そ
してその互いの利益を巡る原則は、韓国は自動車
および繊維に力を入れる、米国は農産物で開放成
果を得るということでした。コメの除外は韓国の
農業を政治経済的に守ったような印象を受けます
が、ここで大事なことはFTA協商に関する経験お
よび専門家の準備状況がチリと結んだ当時のケー
スに比べて良好であり、そして自信もあったとい
−43
うことです。韓国はラテンアメリカのチリとFTA
を結んでおり、その経験による自信もあってより
大きな国とFTAを結んでみようということでアメ
リカとEUをその相手に選んだのです。
　経済的な成果を見ればFTA締結前の推計では、
KIEP（対外経済政策研究院）は短期的にGDPが
0.32％増加し、生産性を入れると5.97％増加と予
測しています。米国のUSITC（国際貿易委員会）
の分析によると関税が完全に撤廃された場合の経
済効果は、アメリカのGDPでは101億ドルから119
億ドルに増加し、33億ドルから40億ドルまで赤字
が改善されるだろうと予測しています。しかし結
果的には、最近のデータを見るとアメリカの赤字
はこの予測よりもさらに大きくなっています。予
測は予測であって結果は過ぎてみないと分からな
いものです。
　FTAを発効して1年半ほどしか経過しておりま
せんので、その成果をデータで確認するのは難し
いのですが、事例的な成果としては、まず自動車
および部品産業の生産および雇用が急増している
と言えるでしょう。世界的な経済沈滞の中での輸
出の急増は、FTAの成果であると一般的には考え
られています。面白いことは、日本の3社の総販
売量の中で米国産は62％で、この中での米国産の
ドイツ車および日本車は1万5209台に対し、米国
産の米国車は5551台あるということ。つまり、韓
米FTAの経済的な恵みは米国ではなく、日本や
ヨーロッパの車であるということです。しかし、
米国内の所得や雇用の増加などから見るとメリッ
トはかなり大きいのです。
　最後は韓国に限るものですが、FTA締結後、韓
国の政治・安保も米国によって強化され、外国人
の直接投資も急増していることです。つまり、政
治・安保の強化によって経済的な効果がさら強化
され、副次的な効果が現れたということです。ま
た農業への被害は考えられていたより小さいよう
でした。
　次に韓米FTA締結後の商品交易評価を見ると、
輸出入に関する活用率を分析しています。これ
は、FTAの効果がどのくらい出ていたかを示して
います。韓国全体の輸出活用率を見ると41.7％で
す。全体輸入活用率は52.9％です。面白いことは
全体輸入活用率が全体輸出活用率よりも高いとい
うことです。輸出活用率が高い産業は、韓国の場
合は繊維と化学、金属です。自動車と部品の輸出
活用率は19.2％で低い。輸入活用率は、米国に対
しては農林水産業が高い。化学、自動車と部品が
高くなっています。
　次に輸出と輸入の動向を見ると、韓国の全体輸
出は5060億ドルで1.5％減少しています。対米国
輸出は537億ドルで、前年対比2.7％増加していま
す。つまり、世界景気の鈍化の中で全体輸出は減
少しています。一方、対米輸出は関税撤廃などの
効果で逆に増加しています。増加している商品は
自動車部品、石油製品、ゴム製品といったもので
す。次に米国から韓国への輸入額は390億ドル
で、前年対比7.6％減少しています。韓国の全体
輸入が4762億ドルで2.7％減少に比べると、その
減少の幅は大きい。
　結論からすれば、輸出は増加し輸入は減少して
います。つまり、対米貿易黒字はむしろ大きく
なっています。先ほど申しあげたように、アメリ
カの予測とは異なり、実際にFTAを結んでみると
韓国の黒字のほうがより大きくなったということ
です。
　次に、外国人直接投資の動向を申告金額基準で
見ると、162億ドルで前年対比18.9%増加してい
ます。地域別では米国が32億4800万ドルで
70.5%、日本が36億2200万ドルで88.5%増加して
います。
　このグラフは外国人の直接投資で韓国に入った
ものですが、2008年からアメリカの直接投資は継
続的に行われています。日本は反対に下がって、
それで増加していますが、アメリカのほうがもっ
と急増しています。
　このグラフによれば、申告件数の下落に対して
申告金額は増加しています。これは1件当たり投
資金額の増加を意味します。もう一つ、2008年か
らアメリカの直接投資が急増していることを意味
しています。
　以上を踏まえた結論のうち、その示唆点として
は次の四つのことが挙げられるでしょう。まず第
一に、経済的な効果をより高めるために、専門家
を政府および民間企業別に準備する必要がある。
第二に、FTA締結から出る被害者に対する補償お
よび産業構造の転換に関する具体的な政策対案が
必要である。第三に、政権のリーダーシップの重
要性が浮かび上がらせる。そして第四に、FTAに
関する利益は、短期的な利益から見るのではな
く、より広い視点で、そして長期的な視点から国
アジア研究センター開設記念シンポジウム44−
の利益を見ることが必要であるということです。
　そしてもう一つの結論、問題点としては次の五
つが挙げられます。第一に、自動車分野で韓国が
協定に違反した場合には、米国の自動車輸入関税
2.5％撤廃を無効にするということが挙げられま
す。多くの研究者たちは、アメリカがこういう措
置をとるとアメリカが不利になるからあまりとら
ないだろうと言っていますが、韓国車の対米輸出
入を考えるとむしろ韓国は不利だと私は考えてい
ます。第二に、韓国に投資した米国企業が韓国の
政策によって被害を被った場合は世界銀行傘下の
国際投資紛争仲裁センターに提訴できるが、韓国
では裁判を行わないという問題点です。これは非
常に重要な問題です。第三に、消費者厚生は政府
の発表とは異なって小さいという問題。つまり、
果物の値段は下がっているが他の商品の価格変動
はほとんどない。これは関税撤廃に伴う輸入品の
価格下落効果が流通過程を通じて消費者にまで到
達できない場合が多く、流通構造の改善策などの
韓国の市場構造および政策対案に関する政策が必
要であるということです。
　そして第四に、金融セーフガードの場合、外国
人の直接投資に対しては発動できないという問題
です。つまり、為替取引を効果的にコントロール
できないということです。また国際投機資本によ
る資本流出を韓国政府が統制する場合、むしろ
ISD（投資者─国家訴訟制）の対象となる可能性
もあります。韓国とチリとのFTAと違って、締結
方式がポジティブ方式ではなく、開放しない分野
を定める方式（ネガティブリスト）だということ
が問題の原因です。これは新たなサービス市場が
作られた場合、条件と関係なく自動的に市場開放
しなければならないという可能性が高まったこと
をあらわしています。第五に、ISD（投資者─国
家訴訟制）は法律的には、国内投資者には国際仲
裁訴訟制がないけれど、外国人投資者にはあると
いう問題です。しかし、このことは他の法律専門
家たちからは、それほど問題視されていないよう
です。実際、1994年から2007年までのISDによる
紛争の結果を見ると47件がISDの対象となった
が、カナダが3件、メキシコが2件で、47件中、現
在は5件ほどですので、それほど危険性はないだ
ろうというのが法律専門家たちの見解です。しか
し医学分野ではコピー薬に対する特許訴訟が増加
して、韓国の医薬会社が不利となる。また薬の値
段が上がる可能性があります。そして問題点また
は課題としての最後として、韓国が他の国とFTA
を締結する場合、その条件がアメリカに比べて有
利だと判断できる場合は、アメリカにも同じ条件
を適用しなければならないということが言えるで
しょう。
　これらの予測される問題点が今後、実際に争点
として浮上してくるかは今の段階では分かりませ
ん。私の発表は以上です。
秋山　コメントの時間が短くて申し訳ありません
が、三つの報告を踏まえて、金容福先生にコメン
トをお願いします。通訳は、魏鐘振先生です。よ
ろしくお願いいたします。
金容福　こんにちは。慶
南大学校の金容福と申し
ます。神奈川大学アジア
研究センターの開設記念
セミナーにお招きいただ
き、ありがとうございま
す。所長をはじめ関係者
の皆さんに、この場を借
りてお礼を申しあげたいと思います。
　従来、東アジアでは経済協力に向けた議論が活
発的に行われてきましたが、最近では競争と葛藤
が激しさを増しており、私個人としては非常に強
い関心を抱いています。こうした変化は、各国の
経済外交のみならず、東アジア諸国の経済協力に
おいて重要性が増していくものと考えています。
　これまで東アジアでは、FTAを中心とした両国
間、多国間の経済協力に関する政治的議論が活発
に行われてきました。この過程で日本と中国が既
得権を巡って競争を繰り広げた経緯はあります
が、近年の動向ではアメリカを中心としたTPPに
日本はすでに参加しており、韓国も関心を表明し
ている状況の中で東アジア地域経済においてはさ
らに複雑な局面に入ってくるものと考えられま
す。つまり、中国が主導しているRCEPとアメリ
カが主導しているTPPの対立が深まっていくので
はないかと考えられるのです。なぜならば、TPP
を巡る議論においては東アジアの経済協力の主導
を巡り、アメリカと中国が本格的に競争を始める
という意味も含まれているからです。すなわち
TPPにより、地域経済協力の主導権が東アジアか
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らアジア太平洋に、今までの日本と中国間の競争
からアメリカと中国の競争に変化するということ
がうかがえます。
　こうした状況の中、東アジア諸国が経済を中心
とした複合的な相互依存関係を推進するため、国
益を考えてどのような方向を確保するかを考えな
ければなりません。そうした中で経済や安保の観
点から、日本をはじめとする東アジア諸国が
RCEPまたはTPPのいずれかの参加を余儀なくさ
れる状況にあります。それは、地域経済の均衡を
図りつつ相互依存関係を構築していくことが、経
済外交において重要な意味を持つということで
しょう。
秋山　ありがとうございました。　
　私がコメントするより、フロアの方に質問を受
けたほうがいいと思いますので、ご質問のある方
は挙手をお願いします。
質問　神奈川大学法学部自治行政学科の学生の小
笠原と申します。今、日本では、TPPに加入すれ
ば結局はアメリカのみが得をするのではないかと
の声があります。あるいはTPPによって「日本の
農業が死ぬ」と農協が反対をしています。私はそ
れは今までどおりのやり方をしているからそうな
るのであって、TPPに合ったやり方をすればそう
いうことはないだろうと思っていますが、パネリ
ストの皆さんはどうお考えでしょうか。
寺田　農業が死ぬということが何を意味するのか
よく分かりませんが、TPPが関税率の撤廃を要求
するとどうなるのかが問題だと思います。
　もし、海外からの米に対して日本の関税がゼロ
になったとします。実際には関税はかかってない
のですが、値段が違います。3週間前まで農水省
は780%だと言ったのですが、国際価格が上がっ
て日本の国内価格が下がっており、それで計算し
直すと200%くらいの関税率に相当します。国際
的価格と日本の国内の米の価格は、かなり狭まっ
てきています。
　海外で日本料理店を経営している私の知人がい
ますが、数倍程度の違いだったらおいしい日本米
を買って出したいと言っています。そうなると、
これからは海外で日本の米を料理に使っていただ
くということも考えられます。
　さらに、TPPあるいはRCEPに入るということ
は当然、われわれの関税もなくなりますが、相手
方の関税も撤廃されます。すると、それまで高
かった米の関税も撤廃されますから、日本の米を
海外に出しやすくなるという側面もあります。確
かに、競争力の弱い兼業農家が細々と作っている
ような米が駆逐される可能性はあります。しか
し、先ほど私は規制緩和をしていかなければいけ
ないと言いましたが、その一つとして、今は米を
作りに企業が入れない状態になっています。その
規制を撤廃して企業が入ることによって、より大
規模な米作りができ、より安く、品質のよい米を
作っていくことができるかもしれません。その一
つの証左として、減反を5年後にやめることに
よって、作りたい人は作りたいだけ作ってくださ
い、余ったらどんどん出してくださいという方策
がこれから進んで、より競争的な市場が米の場合
アジア研究センター開設記念シンポジウム46−
には出てきます。果物、野菜についても、外国の
方に聞けばいいと思いますが、日本は非常に高い
クォリティーを持っています。私はタイに行った
とき甘桜を見て驚きましたが、3000円くらいで
も、タイのお金のある方は買っています。そのよ
うなことで、これからは日本の農産物がどんどん
出て行くような状況になるのではないでしょう
か。
　日本の人口が減って、市場もシュリンクすると
いう議論もありますが、国内だけではなく外を見
る、海外に市場を作っていくということが、われ
われが議論してきた一番重要な原則だと思いま
す。日本の農業にもまったく違った原則が入って
きて、「死ぬ」ということではなく、むしろ「栄
える」ということになっていけばいいなと思いま
す。国内政治の中で既得権益化してしまっている
部分がありますから、その問題が一番大きいと思
います。そこをクリアしていけば、より明確な形
で農業の今後を描けると思います。
秋山　金日植先生は、韓米FTAで韓国農業への影
響は少ないとお話がありましたが、韓国の場合は
どうだったか、もう少し説明してください。
金日植　アメリカとFTAを締結する前は、韓国の
農業は大きな被害を受ける予想がされていまし
た。米は除外されたものの、それでも被害は大き
くなるだろうと予測されたのですが、実際1年半
以上過ぎて、さまざまなデータを見た限りでは、
農業分野には思っていたほどの被害はないようで
す。将来どうなるのかは、今の段階では分かりま
せん。今後、アメリカが要求してくるのが米の全
面的な開放ですから、その後に被害が本格的に大
きくなる可能性はあります。
　最近、韓国がTPPに参加するという意向を表明
しましたが、本当に参加するかは今の段階では断
言できません。韓米FTA締結に携わった専門家た
ちは、アメリカとのFTAには賛成しましたが、
TPPに関しては反対の立場です。TPPに参加して
も韓国の利益は得られないという考えです。それ
でも政府は参加したいと言っています。今年、ア
メリカの官僚たちが2回ほど韓国に来てTPP参加
を強く要請したようです。そのようなこともあ
り、韓国はひとまずは参加を表明したのですが、
反対があまりにも強いため、本当に参加するかど
うかは、少し時間が経過してからでないと分かり
ません。いずれにしろ、今の段階ではFTAによる
農業の被害はそれほど大きくはないということで
す。
秋山　プラサートスック先生、日本は農産物で
戦々恐々としていますが、米の輸出国としてタイ
の対日貿易はどうなりますか。
プラサートスック　タイから日本に米を輸出する
可能性は少ないように思います。日本人は国産米
のほうが好きだからです。逆に、寺田先生がおっ
しゃったように、日本からタイにこれから輸入を
増やすことが出来るでしょう。最近はタイでも、
中国でも、インドネシアやフィリピンでも所得の
高い人々が増えていて、日本の食べ物を好んでい
ます。バンコクだけでも何百もの日本料理店があ
ります。日本米はタイ北部でも作っていますが、
これからは日本から輸入することもあるでしょ
う。果物も、日本からいろいろ輸入するようにな
るのではないかと思われます。
秋山　ありがとうございました。
　TPPについて、日本では農産物への影響を恐れ
る議論が多いのですが、今の議論を踏まえてお考
えいただけたらと思います。今日は、パネリス
ト、コメンテーターの先生方、ありがとうござい
ました。
司会　活発なご議論、ありがとうございました。
これでセッション2を終了します。皆さま、お疲
れさまでした。 
